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2026 年度～2027 年度 セキュリティアクションプラン推進支援の調達に係る 
情報提供要請（RFI） 

 
2026 年 8 月 24 日 

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 
セキュリティ・情報化推進部長 佐藤 正章 

 
1. 背景・目的 
機構は、２０２３年に発生したサイバー攻撃による情報漏洩インシデントを受

けた各種対策を進めてきたところ、さらに機構全体の情報セキュリティの抜本的

強化のため５年間のセキュリティアクションプランを立案したところです。この

セキュリティアクションプランを着実に遂行するとともに、実効性のある対策と

して機構全体に定着させるため、その推進支援の調達を行います。本情報提供要請

は、多くの事業者に入札に参加していただき、公正かつ適正な調達を実施するた

め、その業務内容や条件について広く意見を求めるものです。 
 
2. 情報提供要請対象 

(1)  調達仕様書案 
 

3. 配付資料 
(1)  調達仕様書案 
(2)  2024～2025 年度セキュリティアドバイザリーの調達 提出文書 アクショ

ンプラン（調達仕様書案 3.2 項 関連文書(2)） 
(3)  2024～2025 年度セキュリティアドバイザリーの調達 提出文書 最終報告

書（調達仕様書案 3.2 項 関連文書(3)） 
 
4. 情報提供者の要件 
情報提供者に特段の要件は求めません。 

 
5. 要請事項 
調達仕様書案の記載内容について、特に以下の観点でご意見を求めます。 
(1)  4.項の契約相手方への要求について、後続の「次期 SOC」、「情報システム構

成管理システム」「高機密性情報の保全・取扱い環境の構築」の各調達案件

を含め、入札参加を過度に制限する内容になっていないか。 
(2)  5.項の作業要求の記載内容に応札に必要な具体性があるか。 

 
6. 情報提供方法及び提供期間 

ご意見の提供をしてくださる方は、内容を書面にとりまとめ、「7.問い合わせ先」

担当者宛に電子ファイルをお送りください。 
情報提供書は、別紙の様式を用いて記載し、 

2026 年 9 月 4 日 17 時までにメールにて提出をお願いします。 
 
 電子媒体内の電子ファイルは、文字検索が可能な形式とします。PDF 形式の場
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合、スキャナ読込にて作成されたものは不可となります。 
 
7. 問い合わせ先 
国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構 
セキュリティ・情報化推進部 セキュリティ統括課 多賀正敏 

 メールアドレス：taga.masatoshi@jaxa.jp 
所在地：〒305-8505 茨城県つくば市千現 2-1-1 

 
8. 提供された情報の取扱い 
（1） 配布資料（3 項）は秘密保持契約の締結を条件に交付しますので、「7. 問い

合わせ先」担当者宛に秘密保持契約書案の送付を依頼してください。JAXA
より秘密保持契約書案の電子ファイルを送付しますので、情報提供者は契約

書案を確認し、会社名、所在地、責任者役職 氏名を記入した電子ファイル

を担当者宛に送付してください。 
（2） JAXA は事前に書面により情報提供者の同意なしに第三者にこれを開示し、

または本要請の目的以外に使用しないものとします。また、ご提供いただい

たご意見の書面に情報提供者が保有する情報が含まれる場合には該当頁右

上に「第三者開示制限」と記すものとします。ただし、ご意見の書面全体に

左記情報が含まれている場合は、ご意見の書面の表紙に「全頁第三者開示制

限」と記す方法をもって各頁への個別の表示に代えることができ、各頁への

個別の表示を省略することができます。 
（3） JAXA では、本 RFI へご提供頂いた情報を参考として、1 項に示した事項を

検討することとしております。この検討の結果が、今後の調達の内容に反映

されることが考えられますが、これらについて、現時点では何らの決定もな

されておりません。本 RFI の状況により、あるいは、今後の検討により、

手続きを行うこととなります。 
 
9. 留意事項 
（1） ご提供いただいたご意見を今後行う手続きにおいて提示する文書等に反映

することは保証いたしません。 
（2） 本要請への対応の有無や情報提供内容は、今後行う手続きに影響を与えるも

のではありません。 
（3） ご提供頂いたご意見・資料は返却いたしません。 
（4） ご提供頂いたご意見に関し、後日質問をさせて頂く場合がありますので、情

報提供の際はご連絡先を明記ください。 
（5） 情報提供に係る書面・資料の作成、提出等に要する費用は、情報提供者ご自

身で負担をお願いします。 
（6） 3.項配布資料(2)(3)で示すセキュリティアクションプランは 2025 年度末時

点のものであり、機構におけるその後の検討・調整により契約開始時点にお

いて変更が発生している可能性がありますが、調達仕様書案に記載した要求

に影響はありません。 
（7） 本調達の契約相手方は、調達仕様書（案）5.2 項(3)(5)(6)に基づき機構が別

途調達する「次期 SOC」、「情報システム構成管理システム」、「高機密性情
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報の保全・取扱い環境の構築」の入札に参加することはできません。 
 

以上 


